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はじめに

※本誌の原稿は、東京都中小企業診断士協会	城北支部の中小企業診断士に執筆協力いただきました。

　平素は当財団法人をお引き立ていただきましてありがとうございます。
　令和６年度下期のACC INFORMATION（No.53）ができあがりました。本号も中小企業
の皆さまのご参考になる記事を掲載いたしました。ご高覧いただければ幸いです。
　人手不足の深刻化による人材の確保に向けた職場環境の整備や賃上げ問題、コスト増加
分に対する十分な価格転嫁対策など、皆さまにおかれましては、大変ご苦労が多いかと拝
察いたします。
　このような先の見えない時代においては、経営戦略の変革が必要ではないでしょうか。
当財団法人は、中小企業の皆さまがこれまで以上に創意工夫を凝らして、ますますの発展
を続けていかれますよう、引続きお手伝いさせていただきます。
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■はじめに

　昨今、「賃上げ」に注目が集まっています。
　「日本は過去30年にわたって賃金が上がっていな
い」と言われてきたなかで、なぜ今、賃上げが必要な
のか、実態はどうなのか、そして中小企業が賃上げ
をするためにはどのような取組みが必要なのかにつ
いて説明します。
　コスト高に直面しているなかで賃上げについて悩
まれている企業経営者の方も多いかと思います。多
少なりとも皆様の参考になれば幸いです。

■賃上げの状況

（1）賃上げの概況
　2023年に30年ぶりに急上昇しました。後ほど詳
述しますが、賃上げが実際に進んでいることが見て
取れます。

【図表１】春闘賃上げ率と消費者物価上昇率

出典：「中小企業で賃上げは定着するか？」三菱総合研究所　2023/4/20
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/20230420.html

（2）賃上げトレンドの背景
　では、長く放置されていた賃上げが、なぜ注目さ
れるようになったのでしょうか。
物価高の進行
　急激にさまざまなものの価格が上昇し、加えて激
しい円安によって輸入品の価格が上昇しています。
たとえば小麦の値上がりによって、パン、お菓子、パ
スタ、ラーメンなどの値上げが余儀なくされています。
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生活に密着した商品の価格上昇により、「生活防衛」
のための賃上げの必要性が強く叫ばれるようになっ
てきています。
労働市場の逼迫
　日本は深刻な人手不足に直面しており、人材確保
のために賃金を上げる必要性が高まっています。
政府の姿勢・政策
　日本政府は、経済成長、デフレ脱却、労働市場の活
性化などのために、賃上げに積極的な政策を行って
きました。たとえば賃上げに対して法人税の減税を
行う「税制優遇措置」、「最低賃金の引き上げ」、長時
間労働の是正、有給休暇の取得促進、同一労働同一
賃金の推進などを盛り込んだ「働き方改革」（2018
年）など。
　ほかにも、社会意識の変化（ワークライフバラン
スの重視、転職者数の増加）など、複数の要因があり
ますが、こうして「賃上げすべき」というトレンドが
出てきています。
（3）中小企業の賃上げの実態
　先ほど「概況」を見ましたが、中小企業の賃上げの
状況についてさらに詳しく見てみましょう。
賃上げする中小企業の割合
　2024年度に「賃上げを実施予定」とした企業の割
合は61.3％であり、昨年（58.2％）から上昇していま
す。賃上げ実施予定としている企業のうち、60.3％
が「業績の改善がみられないが賃上げを実施予定」
としており、苦しい状況下でも賃上げを実施する姿
勢が伺えます。
　しかし従業員11人以上の企業の62％以上は賃上
げ予定である一方、６～10人は50.3％、５人以下で
は32.7％であり、小規模企業では賃上げが進みづら
い状況が見られます。
中小企業の賃上げ率
　賃上げ率は年々上昇しており、3％以上の企業は、
2024年は36.6％と大きく上昇しています。

なぜ今、賃上げなのか？
賃上げの必要性とその方法
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【図表２】2024年の賃上げ率の見通し

　出典：「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」
　日本商工会議所・東京商工会議所　2024/2/14
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1202158

賃上げする理由・必要性
　先に「賃上げトレンドの背景」をマクロ的に説明し
ましたが、中小企業の賃上げ理由を具体的に見ると、

「従業員のモチベーション向上（77.7％）」、「人材の
確保・採用（58.8％）」、「物価上昇への対応（51.6％）」
が上位です。物価上昇への対応は上位２つの理由と
も関連します。

【図表３】賃上げを予定している理由

出典：「最低賃金および中小企業の賃金・雇用に関する調査」
日本商工会議所・東京商工会議所　2023/3/28
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1033793

　なお、「業績の改善がみられないが賃上げを実施
予定」の企業は、業績が厳しいなかでも「人材の確保・
採用」のために賃上げしています（76.7％）。それだ
け人材確保の緊急度・重要度が高いと言えます。

【図表４】業績の改善が見られない中で賃上げする理由

出典：「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」
日本商工会議所・東京商工会議所　2024/2/14
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1202158

人手不足のための賃上げ
　ここで人手不足について触れたいと思います。「人
手が不足している」という企業は、65.6％と多数を
占めています。業種によって異なりますが、最も低
い製造業でも57.8％と、ほぼすべての業種で人手不
足に悩んでいます。

　この人手不足の状況に対して、どのように対応し
ているのかを見ると「採用活動の強化（81.1％）」が
圧倒的であり、そして「働く人にとって魅力ある企業・
職場となるために実施・検討している取組」として、

「賃上げの実施、募集賃金の引上げ」が66.3％と第一
位です。

【図表５】人手不足への対応方法

出典：「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」
日本商工会議所・東京商工会議所　2024/2/14
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1202158

【図表６】働く人にとって魅力ある企業・職場となるため
に実施・検討している取組

出典：「最低賃金および中小企業の賃金・雇用に関する調査」
日本商工会議所・東京商工会議所　2023/3/28
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1033793

　つまり人手不足のなか、人材確保・採用のために
賃上げをしており、業績の改善がみられない企業で
すら、人材確保のためには、賃上げをせざるを得な
いという事情が伺えます。既存従業員のモチベーショ
ン維持も含まれます。

■「賃上げ」をするための取組み

　ここまで賃上げトレンドの背景、中小企業の実態
やその必要性について説明してきましたが、賃上げ
のためには「原資」を確保する（利益を上げる）必要
があります。
　中小企業が取り組んでいるなかでの上位は、「既
存の商品・サービスの値上げ、価格適正化（37.0％）」
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「売上増に向けた新たな販路の拡大（35.2％）」です。
いずれも「売上・利益」を上げる方策と言えます。
　次いで「人件費以外のコスト削減、経営合理化

（31.1％）」と、「コスト削減」が続きます。
【図表７】賃上げ原資を確保するための取組内容

出典：「最低賃金および中小企業の賃金・雇用に関する調査」
東京商工会議所　2023/3/28
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1033793

（1）価格転嫁
　賃上げ原資確保のための第一の取組みは、「既存
の商品・サービスの値上げ、価格適正化（37.0％）」で
した。原資確保のために最も効果の高い施策ですの
で、これを重点的に説明します。いわゆる「価格転嫁」
ですが、それには顧客の理解と納得が不可欠です。
ステップ１．コスト分析
　価格転嫁のためには、コストを正確に把握する必
要があります。「仕入れ原価」の把握は容易ですが、
製造業の場合は「製造原価」を正確に把握できてい
ない場合があります。材料費だけでなく、時間チャー
ジや間接費などの、ある種「看做し」で算出されるコ
ストもありますので、これらをしっかりと把握しま
しょう。光熱費、燃料費、輸送費、管理費その他のコ
ストも網羅的に把握します。こうして把握した各コ
ストのそれぞれの上昇分を把握します。
　並行して、取引先別、製品・サービス別の利益額・
利益率を精査しましょう。取引先や製品によって利
益が極端に低かったり、あるいは赤字になっている
ことはありませんでしょうか。こうした取引先・商
品は、ステップ4.で価格転嫁とともに「適正な利益」
を得られるように交渉します。
　どうしても適正な利益が得られない場合は、最悪
取引を止めることも選択肢に入れます。こうした取
引先や商品を止めることで利益が改善されるととも
に、これらにかかっていた営業・管理・製造などの手
間やコストを、他の付加価値の高い活動に振り向け

ることが可能になります。
ステップ２．市場調査
　市場や同業他社の分析が必要です。自社の製品や
サービスの価格設定が市場の標準に比べてどのよう
な位置にあるかを把握し、自社の価格設定が顧客に
とって納得できるものであるかを確認します。市場
価格の把握が難しい場合は、たとえば同業種の利益
率などを確認することで、自社の利益（値付け）が適
正かを確認します。
https://www.tkc.jp/tkcnf/bast/sample/	TKCグループ

ステップ３．値上げの理論武装
　顧客に値上げの正当性を理解してもらうことが重
要です。ステップ１で分析したコスト上昇について
具体的に説明できるようにするとともに、ステップ
２で得た市場価格をもとに納得感のある適正な価格
であることを説明できるようにします。
　可能であれば「値上げ」だけでなく、長期契約やボ
リュームによるディスカウントの提供、新たなサー
ビスやサポートの追加など、値上げに伴って新たな
提案が用意できれば、その後の交渉もしやすくなり
ます。
ステップ４．交渉
　ここまでの準備をしたうえで、顧客との交渉に臨
みます。価格交渉は、「戦い」や「お願い」というイメー
ジを持たれがちですが、「お互いにとってメリット
になる着地点を共に模索する」というスタンスにで
きれば、より前向きな「コミュニケーション」にでき
ます。現状、「多少なりとも価格転嫁できている」企
業は75.0％であり、またコスト上昇分に対する販売
価格への転嫁度合いを示す「価格転嫁率」は40.6％
です。まだ十分とは言えませんが、先に触れた政府
の方針もあり、価格転嫁は進んできています。

出典：帝国データバンク　2024年２月
https://www.tdb-di.com/special-planning-survey/sp20240322.php

　価格交渉については、「中小企業・小規模事業者の
価格交渉ハンドブック（中小企業庁）」も参考になり
ます。
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/index.html

労務費（人件費）の価格転嫁
　なお他のコストに較べて労務費の価格転嫁が進
んでいないという状況を受けて、公正取引委員会は
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2023年に「労務費の適切な転嫁のための価格交渉
に関する指針」を定め、発注者に対して、経営トップ
のコミットメントも含めて、労務費の上昇を理由と
した価格転嫁の交渉に積極的に応じる旨を定めてい
ます。
　その効果もあり、「『他の受注企業からは価格値上
げの交渉が入っているが、御社からは未だ来てない
が、大丈夫か？』と、フォローも受けた。」といったよ
うな声も一部出始めています。

出典：価格交渉促進月間（2024年３月）フォローアップ調査結果	中小企業庁	2024/6/21
https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240621002/20240621002.html

（2）価格転嫁以外の方策
　すべての方策を詳述することはできませんが、代
表的なものを紹介します。
労働生産性の向上
　「同じ労力でより高い生産・成果を上げること」で
す。工場の改善などが典型的ですが、たとえば従来
10時間かけていた経理処理を５時間にする、なども
該当します。
　業務プロセスの見直しがよく挙げられますが、意
外に見落とされがちなのが「業務そのものを止める」
です。「そもそもその業務は本当にやる必要がある
のか」、「その報告書は本当に必要なのか」などを見
直しましょう。
　デジタル化も有力な手段です。大規模なシステム
導入をしなくても、Excelのクエリーを活用するだ
けでも、数時間の手作業を数分に短縮などできます。
新規事業開発・収益源の多様化
　新規事業開発は難しいと思われるかも知れません
が、賃上げのための取組みで28.8％を占めています。

（図表７）
新たな販路開拓
　「新たな販路確保」は賃上げ原資確保のための取
組みで35.2％を占めていました（図表７）。価格転嫁
の説明のなかで、「利益が出ない取引先や商品の取
引を止める選択肢」と、「これらにかかっていた営業・
管理・製造などの手間やコストを、他の付加価値の
高い活動に振り向ける」と述べました。
　営業担当者の業務が「既存取引先のフォローのみ」

「来た注文を受けるだけ」という企業をしばしば見
かけます。取引を止めるという判断だけでなく、新

規開拓にも目を向けて、売上・利益を向上させると
ともに、一定の取引先への依存体質からの脱却を目
指してはいかがでしょうか。
　先の「価格交渉」も同様ですが、こうした販路開拓
や交渉は、まさに営業の本来の役割であると言えます。
人材育成・スキルアップ
　従業員のスキルアップによって、業務改善、コス
ト削減、生産性向上などが望めます。また、従来は難
しかった販路開拓、新事業などの可能性が生まれま
す。資格取得の支援に加えて研修プログラムの充実
もあります。昨今は企業研修も安価にできるように
なってきており、またオンラインを通じて容易に受
講できるようにもなってきています。
コスト削減
　省エネ機能導入やエネルギー管理システムの導入
による「エネルギーコストの削減」。「リモートワー
クの推進」によってオフィススペース、賃料・光熱費
などを削減します。昨今では、シェアオフィスの活
用も増えています。「購買コスト・購買先の見直し」
によるコスト削減も検討しましょう。
（3）助成金・税制などの公的施策の活用
　主なものを以下に記します。

▪	中小企業向け賃上げ促進税制：一定の要件を満たした
うえで、前年度より給与などの支給額を増加させた場合、
その増加額の一部を法人税（個人事業主は所得税）から
税額控除できます。

▪	業務改善助成金：生産性向上のための設備投資などを
行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた中小
企業に対して、その設備投資などにかかった経費の一
部が助成されます。

▪	キャリアアップ助成金：たとえば、非正規雇用労働者を
正社員化した場合に、助成金が支給されます。

▪	企業活力強化貸付 :事業場内最低賃金の引き上げに取
り組む中小企業に対して、設備資金・運転資金が低金利
で融資されます。

■さいごに　～効果的な賃上げとは～

　賃上げのそもそもの目的として、「採用」「従業員
のモチベーション向上」がありました。そのために
は、賃上げだけでなく、福利厚生の充実、職場環境の
改善、資格取得、教育プラグラムの強化など、他の施
策を併せることによって、より高い効果を得ること
ができます。「目的」をよく踏まえて、こうした施策
も検討されるとよいと思います。
	 （竹上	創）
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顕彰企業のユニーク経営を見るACC  企業振興のための助成事業より
顕 彰 企 業 のユ ニー ク 経 営 を見る

遺伝子導入装置一筋の早川社長は、国内シェアトップの画期的な研究用医

療装置を発明した研究者でありながら、自らデモ機を担いで世界各地に販売

網を築き上げたパワフルな営業マンでもあります。それらの功績が認められ、

天皇陛下から２度の栄典を授与されました。さらに、わずか１年で世界中か

ら反響を呼ぶヒット商品を生み出すなど、あくなき挑戦を続けています。新

商品開発を成功させた軌跡と、経営戦略を伺いました。

失敗を恐れぬ80歳の「ファーストペンギン」
世界の医療研究に貢献する遺伝子導入装置

ネッパジーン株式会社
代表取締役
早川	靖彦	氏

ACCでは、新製品の研究開発、新分野進出、環境改善、創意工夫など積極的な事業展開を行い、成果をあげている企業を顕彰しています。ACCでは、新製品の研究開発、新分野進出、環境改善、創意工夫など積極的な事業展開を行い、成果をあげている企業を顕彰しています。

遺伝子導入装置一筋、２度の栄典

■	勲章「旭日単光章」の受章おめでとうございます。
「黄綬褒章」に続き２度目の栄典ですが、それぞれ
どのような功績が認められたのですか？

　いずれも私どもが得意とする遺伝子導入に関する
ものです。まず2017年の黄綬褒章は、「エレクトロ
ポレーション法による外来遺伝子導入法の発明考案
に精励したことによる功績」です。エレクトロポレー
ション法を簡単にいうと、電気を用いて遺伝子を細
胞に入れる方法です。この発明を活用した商品が、
弊社の主力の一つとなっています。
　次に旭日単光章は、「遺伝子導入・細胞融合装置の
国内販売拡大に努め、海外への販売を著しく増加さ
せたことによる功績」です。遺伝子導入装置の分野
では国内で４割のトップシェアを占めております。
出典：科学機器年鑑　市場分析編（2016年～ 2022年）。

海外でも頑張って売り歩き、世界各地に代理店を開
拓して販売網を築き上げました。
　前者は発明、後者は販売拡大ですが、２度受章す
るのは珍しいとのことで、推挙していただいた大学
の先生方には大変感謝しております。受章記念の謝
恩セールも展開させていただきました（一同笑）。
■御社の事業内容について教えてください
　大学や製薬会社向けに、遺伝子導入に関連する商品の
開発・製造・販売を行っています。社名「Nepa	Gene」の
由来は、「Nippon	Electro	Poration	Association	Gene」

（日本遺伝子導入協会）です。私どもは遺伝子導入に関

連する商品の研究開発を一番得意としており、DNAや
RNAや蛋白に関連した特許を出したり、大学で眠ってい
る特許をいただいたりして商品化しています。
　主力商品としては、遺伝子導入装置の「NEPA21」
をはじめ、核酸医薬品開発に活用されている

「NanoAssemblr™」関連商品、そして今回 ACC
殿より顕彰いただいた自家蛍光消光装置「TiYO™

（タイヨー）」と、それに関連する蛍光組織染色試薬
「ISHpalette™」などがあります。弊社は工場を持た
ない研究開発型企業で、製造は協力会社に委託する
スタイルを採っています。

勲章・褒章伝達式

旭日単光章の勲章と勲記

ご夫婦で記念撮影



顕彰企業のユニーク経営を見る

9

挑戦する「ファーストペンギン」

■御社の企業理念や戦略についてお聞かせください。
　企業理念は「新しい価値を創造し、ライフサイエ
ンスの進歩・発展に貢献する」です。弊社が大事にし
ている戦略として、まず一つは「ブルーオーシャン
作戦」です。多くの競合他社と争うレッドオーシャ
ン市場ではなく、売上が少なくても競合がいないブ
ルーオーシャン市場に打って出る、「ファーストペ
ンギン」になろうとつねに言っています。これはキ
ングジムの宮本彰社長の言葉で私は大好きです。ペ
ンギンがたくさん並んで海に入ろうとするが、天敵
がいるのでなかなか飛び込めない。そこを思い切っ
て最初に飛び込めば未来が開けるという意味です。
　次にシナジーです。異分野の事業をやっても相乗
効果がありません。自分たちの得意分野で市場の定
点観測をつねに怠らず、専門領域のスペシャリスト
で世界一を目指します。これにより既存ビジネスの
応用技術・周辺技術の開発強化と、新たな関連ビジ
ネスの開発を行い、アップセリングやクロスセリン
グのシナジー効果により市場支配力の強化を図って
います。
　そして未来への積極投資です。自社で特許を出し
たり、大学から特許をいただいたりしても、商品化
できるかどうかはやってみないとわからないです。
10回や20回に１回の成功でもよいと思っています。
なるべく投資は積極的に、ただしあまり多額の費用
をかけずに。失敗する場合は、早めにやめてしまい
ます。そのため売上から事業費を引いて、未来事業
費を払って純利益にしよう、という考え方をしてい
ます。

■	今回顕彰となった自家蛍光消光装置TiYO™（タイ
ヨー）とは、どのような商品ですか？

　それにはまずTiYO™とシナジー効果が期待でき
る蛍光組織染色「ISHpalette™」からご説明します。
脳などの組織中に存在するmRNAというタンパク

質の設計図のありかを見つけ出すため、蛍光染色で
目印をつけるために使われるのがISHpalette™です。
ただしせっかく人為的にmRNAを染色できても、組
織中の自家蛍光を発するノイズとなる物質と区別を
つけることが難しく課題となっていました（写真の

「蛍光染色のみ」を参照。自家蛍光に埋もれてしまい、
人為染色が見えにくい）。
　従来は試薬で自家蛍光を消していましたが、試薬
は高価なうえに、せっかく染色した蛍光も減色させ
てしまうので、効果的な方法がありませんでした。
　そこで試薬を用いずに、強力な光を組織切片に照
射することで自家蛍光を消す装置として開発したの
がTiYO™です。これまでも光照射が試みられてき
ましたが、スライドガラス１枚を消光するのに数時
間から数日かかるうえ、光による発熱で組織がダメ
になる問題がありました。弊社のTiYO™は、スライ
ドガラスを溶液に入れ、LEDで強力な光を照射しな
がら、ファンによる送風で気化熱（液体が気化する
際に周囲の熱を吸収する性質）を利用して冷却する
ことで、温度上昇を抑えながら短時間での消光が可
能となりました。

ネッパジーン株式会社の純利益の考え方

売　　　　上
－）　現　　事業費

現　事業利益
－）　未来　事業費

純 　 利 　 益

自家蛍光消光装置「TiYO™（タイヨ―）」

無処理

TiYOによる消光

蛍光染色のみ

TiYOによる消光後に蛍光染色
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　これにより、S/N比が改善され、染色した蛍光が
判別しやすくなるだけでなく、繰り返しの消光も可
能なため、１つの検体で複数のmRNAを検出できる
ようになりました（写真の「TiYO™による消光後に
蛍光染色」を参照。人為染色が容易に判別できる）。

大学も驚く開発スピード

■開発のきっかけについてお聞かせください
　弊社では自社特許のほか、京都大学や東京大学な
どさまざまな大学とコンタクトを取り、遺伝子関連
の新しい特許を商品化することを狙っていました。
大学から特許をいただいて商品化する産学連携のビ
ジネスモデルです。なかなかうまくいかず、企画倒
れに終わるものもありましたが、あきらめず挑戦し
続けることで、つねにお話をいただけるようにして
いました。そのようななか、東邦大学医学部から自
家蛍光消光装置の商品化のお話がありました。弊社
既存顧客の関連製品であり、クロスセリングのシナ
ジー効果が期待できそうだということで、やってみ
ようということになりました。これが想定以上にう
まくいき、１年で商品化できたので、東邦大学のご
担当者もびっくりしていました。
■	開発期間１年とは短いですね。成功の要因は何だ
と思いますか？

　協力会社の得意な分野と、開発のアイデアをぴっ
たりマッチさせることができたためだと思います。
　協力会社についての話は15年位前にさかのぼり
ます。当時、遺伝子導入装置「NEPA21」を開発する
とき、技術的に製造が可能な会社を10社ほど探して
声をかけました。最終的に決めた製造会社が今の主
力な協力会社の一つとなっています。当時そこの社
長から、「うちはLEDも得意なので買ってくれませ
んか」と声掛けがあり、事務所の照明をLEDに切り
替えました。
　その後、一昨年に東邦大学から自家蛍光消光装置
開発のお話があったのですが、その特許の原理を商
品化させるために重要なのは、高出力LEDと冷却方
法の開発でした。組織切片に強力な光量を当てて、
余計な自家蛍光を消すことで、ISHpalette™で染色
したmRNAを見えやすくするのですが、光量で熱が
発生すると組織切片がだめになってしまいます。そ
こでファンで風を送ることで気化熱を飛ばし、組織
切片を冷却する仕組みが必要となりました。
　この装置開発をどうするか検討していましたが、
事務所のLEDを見てピンときました。主力の協力会

社が、LEDも得意な会社であることを思い出したの
です。すぐ開発を打診したところ、社長が「LEDと
風は得意だから任せてください」と大変前向きに引
き受けてくれました。高出力で長寿命なLEDの選定
と、ファンの風量の条件出しには苦労したようです
が、技術力があるので１年もかからずに商品化して
もらえました。
　また、東邦大学には特許使用料についても協力し
ていただけました。そこで捻出した資金で、技術開
発と展示会に集中投資することで、一気に商品化に
持ってくることができました。おかげさまで、弊社
の新商品としては初めて、販売初年度で売上ベスト
３に入りました。これは今までにない成果で私も驚
いています。

売上1/3、経常利益率２倍の中期計画

■今後の中期的な事業展開について教えてください
　2020年（20期）から2028年（28期）までの、売上

（実績／計画の指数）と経常利益率を示します。20期
の売上を100とすると、足許の24期は526、中期計
画で28期に180をめざします。
■売上が1/3に減っているように見えますが…
　22期から24期にかけて、核酸医薬品開発に活用
される「NanoAssemblr™」関連商品が急増したも
ので、売上の2/3以上を占めています。利益率は低
いのですが、在庫を持つ必要がないのは経営的に助
かっています。ただし25期には急減するので、喜ん
でいてはダメです。こういう時に新商品を見つけて
育てるのが重要だと考えています。
　そのため、急増前の20期をベースにして中期
計画を立てています。この４～５年で、TiYO™と
ISHpalette™の売上を10倍伸ばし、主力商品の一つ
にしていきます。これにより、会社全体の売上は20
期の1.8倍、経常利益率は20期の水準に戻していく
計画です。
　具体的には、日本国内で年間100台、海外で200
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台を目標に販売し、弊社の主力商品へと育てていき
たいです。海外の理化学機器の市場規模を調べると、
日本国内の10倍はあるのですが、国内売上の２倍ぐ
らいまで伸ばせればよいということで、目標設定し
ています。
　特許を取っており、日本では自由に販売できるの
ですが、中国・アメリカ・欧州ではISHpalette™の先
発品があり、販売価格が弊社の約10倍します。その
先発品特許が2026年に切れるので、まずはTiYO™
で販路を構築して、特許切れと同時にISHpalette™
のクロスセリングで世界中を攻めようと考えていま
す。
■海外への事業展開についてお聞かせください
　海外の学会で積極的に展示します。６月にオー
ストリアのウィーンで開かれた神経科学学会で、主
力の遺伝子導入装置「NEPA21」とあわせて新商品

「TiYO™」を出展してみたところ、主力商品よりも大
きな反響がありました。2024年度は他にもドイツ
のハンブルグ、中国の黒竜江省、アメリカのシカゴ
などの学会に出展を予定しています。
　TiYO™の出展だけだととても経費をペイできな
いのですが、弊社は欧州、米国、中国など世界10ゕ
国に11社の代理店と密に連携しており、遺伝子導入
装置と同時に売ってもらえるので、一緒にPRして
いきたいと思っています。

■どうやって海外の代理店を開拓したのですか？
　販売網の構築は、最初かなり苦労しました。日本
の大学の先生からアメリカや中国の先生を紹介して
いただき、遺伝子装置のデモ機を担いで回りました。

私はあまり英語が得意ではなかったので、なかなか
言葉が通じず苦労しましたが、とにかくやって見せ
ることで何とか分かってもらいました。以前は代理
店が見つからなかったので、飛び込みで先生にアポ
を取ってから装置を担いで行くなんていうこともし
ました。
　トルコや南アフリカなど代理店がない国には直接
販売もしています。遺伝子導入装置の文献を見たと
いう大学関係の問い合わせも結構あり、前金を条件
に直売しています。
　海外輸出を柔軟に対応する必要が出てきたため、
海外部を作って、中国・欧州・米国の担当者をそれぞ
れ置いて３名体制で拡販しています。おかげさまで
安定して注文が取れるようになりました。
■	最後に、中小企業としてのお考えがあればお聞か
せください。

　帝国データバンク様が来られて、今年度は倒産件
数が増加していると伺いました。私は以前、理化学
業界の中小企業で働いていましたが、倒産の経験が
あります。営業を担当していましたが、会社はどう
したら倒産してしまうか身をもって体験しました。
一つは差別化できる商品がなく、価格競争に陥って
いたこと。もう一つは、一人頭の利益額です。それ
なりの売上高がありましたが、それ以上に拠点と社
員が多かった。売上28億円で従業員70名、拠点は東
京本社のほか、営業所が北海道・仙台・名古屋・大阪・
広島・福岡・高松と７つもあり、それぞれ２～３人の
所帯に事務所、事務員、社用車を抱えていました。こ
れは維持できません。
　そのため、弊社は拠点を増やさず固定資産を抱え
ず、一人頭の売上高と利益額を最重視しています。
おかげで自己資本比率は80％、損益分岐点比率は
50％になっています。営業所は持ちません。本社だ
けでよいではないですか。北海道でも九州でも、必
要なときに行けばいいですから。
　私はなるべく一人頭の利益を出すために、人員を
できるだけ増やさない、営業所を作らない、既存事
業に安住せず挑戦する、といったことをコツコツと
取り組んでいきたいと思っています。
 （インタビュー　下高呂 祐）

Ｄ
Ａ
Ｔ
Ａ

ネッパジーン株式会社
所在地：千葉県市川市塩焼	3-1-6
設　立：平成13年2月
資本金：9,800万円
ＴＥＬ：（047）306-7222
ＵＲＬ：https://nepagene.jp/
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1.はじめに

　コロナ禍を乗り越え、これを機に新たな成長
戦略を描こうとする経営者あるいは経営層の
方々は多いのではないでしょうか。一方で、新
たな取り組みに向けて、どのように着手してい
くべきか、どのようなことに留意しておくべき
かにお悩みの方々もまた多いのかと推察します。
　本稿では、成長戦略の一翼を担う新たな稼ぎ
頭の確立、つまり新たな収益源の確保に向けた、
自社の取組領域の可視化と組織体制への仕掛け
づくりについてご紹介したいと思います。

2.成長戦略の意義

　企業の成長と発展にとっては、一般的に既存
事業の強化・磨き上げと新規事業の立ち上げが
両輪であることが知られています。既存事業は
企業が過去から手掛けている製品やサービスで
あり、企業にとっての重要な収益源となってい
ることが多いでしょう。そのため成長に向けて
企業がまずもって取り組むべきは、既存事業の
最適化や効率化による収益力の向上です。
　一方で、企業30年説やプロダクトライフサイ
クルが指し示すとおり、既存事業のみで永続的
に成長し続けることは困難であり、新たな市場
の開拓や新たな製品の開発によって新規事業を
立ち上げていく必要性が出てきます。
　以下の図表１は、新規事業が業績に与える効
果についてのアンケート結果であり、10年間の
期間における新規事業に取り組んだ企業とそう
でない企業との比較が表れています。このアン
ケート結果から明らかなのは、既存事業のみで

は業績の向上は限定的であり、新たに市場開拓
や製品開発、あるいは両方を行った企業の業績
はいずれも向上しているという点です。

【図表１】10年前と現在の商品ごとの売上高（平均額）

出典：日本公庫総研レポート、No.2014-2	2014

　平時からこうした新規事業の活動が行えてい
れば申し分ありませんが、昨今の激しい外部環
境の変化に晒されているときは、既存事業の保
守や維持といった守りの対応が喫緊の課題とな
ることが多いでしょう。コロナ禍による強烈な
環境変化に耐え、危機から脱しつつある今だか
らこそ、既存の事業を見直し、磨き上げを行う
とともに、外部環境の変化による経営リスクの
低減に向けた事業の多角化、新たな事業の立ち
上げを通じた収益源の多様化を目指していくこ
とをご提案します。

3.課題と解決方法

　新たな事業の立ち上げに際し、中小企業が直
面する課題について以下の図表２に示します。

「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足して
いる」が突出しており、次いで「販路開拓が難し

新たな稼ぎ頭の探し方
～取組領域の可視化と組織体制への仕掛けづくり～

1

コンサルタント・レポート
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い」、「新事業展開に必要なコストの負担が大き
い」、「市場ニーズの把握が不十分である」、「自
社の強みを活かせる事業の見極めが難しい」、「必
要な技術・ノウハウの取得・構築が困難」などが
続きます。一方で、「特に課題はない」と答えた
企業の割合も相応に高いことは興味深い点です。
【図表２】新事業展開を実施していない企業の課題

出典：中小企業白書　2017年

　ここで列記された問題点から、解決に向けた
アプローチとして共通要素の抽出を試み、以下
の図表３のように整理できるのではと仮説を立
てました。この仮説をもとに、継続的で組織的
な活動を新たな事業の立ち上げ時の課題ととら
え、具体的な解決方法として、先述の取組領域
の可視化と組織体制への仕掛けづくりについて
提言を展開していきたいと思います。
【図表３】課題の整理と解決方法の仮説

（１）取組領域の可視化
　取組領域の可視化に向けて、はじめにアンゾ
フの成長マトリクスをご紹介します。名前の由
来となっている経営学者のイゴール・アンゾフは、
企業の成長という目標を実現するために、企業
における製品・サービスと顧客・市場の異なる組
み合わせによって取り得る戦略を整理するため
のフレームワークとして、この成長マトリクス
を導き出しました（図表４）。

【図表４】アンゾフの成長マトリクス

出典：Ansoff,	Strategies	for	Diversification	1957年より筆者加工

　一般的に、④の多角化戦略はリスクが高く、
経営資源に制約の多い中小企業には取りづらい
戦略とされています。一方で、製品あるいは市
場を既存のものと固定した②の市場開拓や③の
製品開発は、既存の事業活動において実行され
ている部分も多く、新たな稼ぎ頭のアイデアの
着想に至りにくいこともあります。そこで思考
の枠を広げる観点で、④の多角化戦略をもう少
し細分化した多角化種類のベクトルについても
以下にご紹介します（図表５）。
【図表５】多角化種類のベクトルと補足説明

既存製品との関連性 生産技術的関連性
ある ない

マーケティング的関連性 ある 水平的多角化 マーケティング関連多角化
ない 技術関連多角化 コングロマリット多角化

說明 例 メリット

水平多角化
現在のマーケティング活
動と生産技術に共通関連
性を有する事業分野への
進出

電話機メーカーが
FAX機を生産等

既存の生産技術や流通経
路の活用によるシナジー
効果

技術関連多角化
マーケティング的な関連
は薄いが、生産技術的な
関連性が高い

産業用アルコール
メーカーが焼酎を
製造等

企業内部に蓄積されてい
る技術的な資源と能力の
活用

マーケティング
関連多角化

生産技術的な関連は薄い
が、マーケティング的な
関連性が高い

万年筆メーカーが
鉛筆を生産等

長年の取引関係や販売ス
タッフの経験などの活用

コングロマリット
多角化

生産技術的にもマーケ
ティング的にもほとんど
関連性のない事業分野へ
の進出

清掃業者から喫茶
店の経営等

まったく新しい事業活動
であり、	ハイリスク・ハ
イリターン

出典：	喬晋建、アンゾフの企業成長戦略：多角化戦略を中心に2014年
より筆者加工

　図表４のアンゾフの成長マトリクスと図表５
の多角化種類のベクトルを統合したマトリクス
として、取組領域の可視化マトリクスを図表６
に示します。本稿では、着手のしやすさと事業
化した際の売上規模の期待度とのバランスを加
味して、②～⑦の領域（図表６中の薄青色部分）
を検討の主な対象として議論を進めていきたい
と思います。厳密性を多少犠牲にしている点を
ご了承いただけると幸いです。

コンサルタント・レポート
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【図表６】取組領域の可視化マトリクス

製	

品

市場
既存 関連 新規

既	

存 ①市場浸透 ②市場開拓

関	

連 ③製品開発 ⑤水平多角化 ⑦技術関連多角化

新	

規
⑥マーケティング
　関連多角化

⑧コングロマリット
　多角化

※先述の④多角化は、⑤～⑧に細分化したため上図には非表記

　次に、このマトリクスを活用した取組領域の
可視化のステップについて、具体的な進め方を
交えて示していきます。
　１）既存事業の整理
　まずは自社の現状認識も兼ねて、既存の製品
を既存の市場に展開している①の領域の整理を
行います。既存事業の製品（製品名や型番等）と
その市場（顧客名や販売先等）、技術（産業分類
や特許分類における技術分類等）、マーケティ
ング（商流や販促施策等）について列記していき
ます。列記にあたっては、先ほどのマトリクス
を改変した以下の図表７が参考になるかと思い
ます。
【図表７】アイデアの列記用マトリクス

製品
（製品名・型番）

市場
（顧客名・販売先）

技術
（技術分類）

マーケティング
（商流・販促施策）

①市場浸透 ・万年筆 ・一般消費者
・地域の文房具屋

・金属加工
・筆記具の使いやすさ

・文房具卸売
・ノベルティ

②市場開拓

③製品開発

⑤水平多角化

⑥	マーケティング
関連 ・鉛筆

・一般消費者
・事務用品販売店
・地域の文房具屋

・木材加工
・筆記具の使いやすさ

・文房具卸売
・ノベルティ

⑦技術関連

※参考までに、図表5に挙げた万年筆メーカーのケースを一部例示。赤字が新規での検討項目

　２）	関連市場・関連製品など、その他の領域で
の事業候補出し

　既存事業の整理で明らかとなった製品や市場
および技術やマーケティングの内容から、その
他の②～⑦の領域に展開できそうな事業候補の
検討を行います。ここでは事業候補となるアイ
デアが複数出てくることを良しとし、とりわけ
厳密さを求める必要はありませんが、なかなか
アイデアが出ない場合には、以下のフレームワー
クが参考になると思いますのでご紹介します。

【図表８】イノベーションの７つの機会

出典：Drucker,	Innovation	and	Entrepreneurshipより著者加工

　図表８の「機会発見の難易度」の「易」に近い
項目（「予期せぬ経験から想起する」）から検討を
始めるとよいでしょう。既存事業においての、
予期しなかった成功や失敗から、当時は深く検
討しなかった機会やアイデアが想起されるかも
しれません。あるいは、昨今のSDGsや脱炭素
などの社会課題と既存事業との関係性やギャッ
プ、以前は断っていた顧客からの問い合わせや
ニーズの再精査を通じて、新たな市場開拓や製
品開発の機会やアイデアが想起されるかもしれ
ません。このような契機で想起された機会やア
イデアについて、技術領域やマーケティングの
観点でも何か新しい要素がないか、マトリクス
の横軸の項目間を行ったり来たりしながら候補
出しを進めていけるとよいです。
　３）一覧化と優先順位の決定
１）、2）を通じて捻出された取組領域や事業

候補およびその根拠となる検討結果などを、図
表７に列記した内容を振り返りながら図表６の
マトリクスに整理して一覧化します。その際、
既存事業と新たな事業候補との関係性について、
技術観点では生産技術的、技術分類的にどうシ
ナジーがあるかの一覧化を、マーケティング観
点ではどの顧客、どの仕入先、どの協業先との
シナジーがあるかのリストを作成することをお
勧めします。これは後述する仮説の検証に際し
て、どこに何を聞きに行けばよいかの検証先の
確保に資すると考えられるためです。
　また優先順位の決め方の一例として、まずこ
こまでに検討した事業候補やその根拠をもとに、
誰にどれくらい売れそうかの大まかな仮説を立

コンサルタント・レポート
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てます。次に、その仮説をどのようにしたら検
証できるかを具体的なアクションとともにまと
めていき、売上規模の想定が高く次のアクショ
ンが具体的かつ容易なものから着手していくや
り方が挙げられます。
（２）組織体制への仕掛けづくり
　組織体制への仕掛けづくりに向けては、以下
の４つの観点から提言をまとめていきます。
　１）判断基準の明確化
　新規事業の立ち上げに際しては、既存事業に
おけるさまざまな規定や意思決定基準がうまく
当てはまらないことがあります。たとえば新規
事業の売上はすぐには立ちづらく、方針や計画
の変更も頻繁にあるでしょう。そうした差異を
前もって想定しておかないと、継続した取り組
みとなる前に活動自体が縮退あるいは消滅し、
新たな事業の稼ぎ頭の探索が終了してしまいま
す。
　本稿では、判断基準の明確化に向けたチェッ
ク項目として、取り組む領域が明確であるか（こ
れは前節の「取組領域の可視化」と連動してい
ます）、活動を報告・判断するタイミングが明確
であるか、活動を止める基準が明確であるかの
３点を設定しています。
　２）従業員への動機づけ
　動機づけは、金銭的報酬やキャリア・能力開
発などの企業から提供できるものと、社風や従
業員が会社に持つ期待、共通目的の浸透度合い
といった、企業から直接は提供できないものと
によって形成されます。
　本稿では、活動の目指す姿や目標が明確であ
るか、評価方針が明確であるか、能力開発の機
会が用意されているかの３点をチェック項目と
して設定しています。
　３）活動の情報共有
　情報共有が重要である点に異論は少ないと思
いますが、新規事業に従事するメンバーにとっ
ての情報共有については、特に次の２点を留意
する必要があります。つまり新規事業に対する
活動の情報共有の方法が具体化されているか、
既存事業の情報にアクセス可能かの２点です。

　４）業務プロセスの規定
　新規事業の立ち上げは、多くの役員・従業員
にとって新たな業務であることが多いです。一
方で、新規事業の立ち上げに関する書籍やウェ
ブページは充実しているので、それらを参照し
たり、あるいは外部の専門家からのアドバイス
をもとにしたりして、自社にあった業務プロセ
スを選び取って整理していくとよいでしょう。
　本稿では、新規事業の立ち上げまでのプロセ
スが明確であるか、進捗報告に必要な項目が明
確であるかの２点をチェック項目として設定し
ています。
　ここまでの内容を、チェックリストとしてま
とめた形で以下に示します。組織体制への仕掛
けづくりの留意点として、ご参考になればと思
います（図表９）。
【図表９】�組織体制への仕掛けづくりに向けたチェッ

クリスト
項目 チェック

判断基準の明確化

取り組む領域が明確であるか

活動を報告・判断するタイミングが明確であるか

活動を止める基準が明確であるか

従業員への動機づけ

活動の目指す姿や目標が明確であるか

評価方針が明確であるか

能力開発の機会が用意されているか

活動の情報共有
活動の情報共有の方法が具体化されているか

既存事業の情報にアクセス可能か

業務プロセスの規定
新事業立ち上げまでのプロセスが明確であるか

進捗報告に必要な項目が明確であるか

4.おわりに

　本稿では、コロナ禍を自社の変革の機会とと
らえて、新たな成長戦略を描こうとする中小事
業者の方々に向けて、どのようなことに留意し
て何から始めればよいか、参考となるツールな
どを示しながら提言を進めてきました。本稿を
お読みいただくことで、これならやれそうだと
いう気持ちを持っていただき、新たな稼ぎ頭の
確立に向けた第一歩として、「取組領域の可視
化」と「組織体制への仕掛けづくり」に着手いた
だければ幸いです。

	 （川村	竜登）
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１.はじめに

　中小企業経営者の皆様は、さまざまな経営リ
スクに直面しています。2022年版中小企業白
書の「中小企業・小規模事業者を取り巻くリス
クへの対応」によれば、「近年、台風等の自然災
害や感染症流行など、我が国の中小企業に大き
な影響を与える事象が相次いで発生している。
堅調に事業活動を行っていたとしても、こうし
た予期せぬリスクにさらされ、事業の継続が困
難になることがある。」と記載されています。
　折角、一生懸命に経営をされても、予期せぬ
リスクによって企業経営が危機にさらされるこ
とがあります。このようなリスクを効率的にマ
ネジメントして、経営者の皆様が企業経営に専
念できる方法はないか、本稿では考えてみたい
と思います。

２.�事業の継続が困難になると想定し
ているリスク

　では、企業経営が立ち行かなくなる予期せぬ
リスクとはどういうものでしょうか？2022年
版中小企業白書では、「事業の継続が困難にな
ると想定しているリスク」として、感染症、自
然災害、取引先の倒産、情報セキュリティ上の
リスクなどを上位に挙げています。できれば、
事前に回避する対策を取りたいものです。しか
し、経営資源が制約される中小企業では十分な
お金や人手をかけられません。このようなリス
クに効率的に対処する方法はないものでしょう
か？

図表１【事業の継続が困難になると想定しているリスク】

（出典：2022年版　中小企業白書）

３.リスクマネジメントの類型

　リスクマトリックスという考え方があります。
発生頻度が小さく、損害の規模も小さいリスク
は放っておけばよい、つまり「リスクの保有」が
可能です。一方で、「事業の継続が困難になると
想定しているリスク」は、発生頻度は小さいが、
ひとたび発生すると損害規模が大きいものです。
こういうリスクに対しては「リスクの移転」を
行います。では、具体的にどのような方法で「リ
スクの移転」を行うのでしょうか？そこで登場
するのが損害保険なのです。
図表２【リスクマトリックス】

(出典：(社)	日本損害保険協会	教育テキストを筆者加工）

損害保険を活用した中小企業経営のリスクヘッジ方法
～予期せぬ事業継続リスクを効率的にマネジメントして経営の安定化を図ろう！～

2
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４.新種保険市場の拡大

　損害保険は自動車事故の損害賠償に備える自
動車保険や万が一の火事に備える火災保険が典
型的です。しかし、日本では自動車に乗る人の
減少や少子高齢化により、従来の自動車保険や
火災保険といった損害保険の加入者は頭打ちと
なっています。
図表３【損害保険の市場規模】

■自動車損害賠償責任
■新種
■障害
■自動車
■運送
■海上
■火災

（出典：(社)日本損害保険協会データを筆者が加工）

　そこで、日本の大手損害保険会社は新たな収
益機会を獲得するため、従来とは異なるリスク
を引受ける新種保険と呼ばれる保険を開発して
きました。
　先ほど掲げました「事業の継続が困難になる
と想定しているリスク」について、すでに多く
の企業経営者の皆様は従来型の損害保険できち
んとリスクの移転を行っています。火災保険、
地震保険、動産・機械保険、生産物賠償責任保険
などです。でも、従来型の保険ではカバーでき
ないリスクも存在します。
　大別すると次の３つに整理できます。1）取引
先の倒産リスク　2）サイバーセキュリティ・情
報漏洩リスク　3）経営者に不測の事態　です。
このようなリスクに損害保険で対応できるので
しょうか？実は、中小企業の経営者の皆様が予
期せぬリスクを回避するために活用できそうな
よい損害保険が出てきています。この３つのリ
スクが損害保険でカバーできたら、「事業の継
続が困難と想定しているリスク」をある程度移
転することができます。そうすれば、中小企業
の経営者の皆様は経営だけに安心して注力でき
ますよね。

図表４【事業継続リスクへの保険対応　①】

(出典：2022年版中小企業白書　を筆者加工)

　そこで、新種保険と呼ばれる、ちょっと新し
めの損害保険である1）取引信用保険　2）サイ
バーセキュリティ保険　3）表明保証保険　の
活用をご提案したいと思います。

５.なぜ、取引信用保険を使うの？

　日本政策金融公庫の令和６年３月期末融資残
高は26兆円と高い水準にあります。コロナ期
の実質無利子・無担保のゼロゼロ融資の利用に
よるものですが、いよいよ返済が始まりました。
また、令和６年６月の企業物価指数は122.7、
輸入物価指数は172.3と大きく上昇しています。
さらに、令和６年７月には日本銀行が政策金利
を引上げました。2024年版中小企業白書でも
倒産件数がコロナ期前の水準まで増加している
と警鐘を鳴らしています。このように、ゼロゼ
ロ融資は終焉を迎え、物価も金利も上がり、取
引先の倒産リスクが高まっています。
　一方で、2020年版中小企業白書によれば、
67.9％の中小企業で経営者が業績や資金繰り
の管理を担っています。今後、さらに取引先の
管理負担が経営者に重くのしかかることが予想
されます。お金も人手もかけられない中小企業
はどのように対応したらよいでしょうか？

６.取引信用保険を活用する意義

　そこで、取引先企業の倒産に備える取引信用
保険があります。売掛債権などが債務不履行に
陥った際に、損害保険会社が損失を補填する契
約です。売上規模や業種によって保険料は変わ
りますが、経営者の管理負担が削減でき、人手
をかけるより低い費用で済む場合もあります。
　では、取引信用保険の仕組をみていきます。

コンサルタント・レポート
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●取引信用保険の概要
図表５【取引信用保険の仕組】

　対象となる債権の原契約は売買契約と請負契
約です。契約できる被保険者は、全業種を対象
とするものと業種が制限されるものがあります。
　支払金額にも上限が定められます。取引先企
業１社あたりの支払限度額と、１契約あたりの
支払限度額が定められます。
　では、保険金額はどのように定められるので
しょうか？保険金額＝損害額×縮小支払割合と
定められています。損害額とは、未回収債権額
から担保や反対債権を控除したネットの未回収
金額を指します。でも、損害額全額は支払われ
ません。損害額に縮小支払割合を乗じて保険金
額が計算されます。縮小支払割合の意味は、保
険でカバーするのは原価相当額とし、債権額に
含まれる利益相当額は補填しない趣旨です。最
近では縮小支払割合を100％とする保険もでて
きています。
　保険金は、取引先の倒産など取引先の信用状
況が著しく悪化した場合に支払われます。一方
で、戦争やテロ、契約者の故意などの場合は対
象外となる免責条項が定められています。
　このように、取引信用保険は契約企業ごとに
細かく条件が設定され個別性が強い保険です。
しかし、最近では中小企業向けに簡易な取引信
用保険も販売されています。売上高10億円以
下の企業に限定されますが、すべての取引先を
対象として、１債務者あたりの支払限度額を一
律500万円、１契約あたりの支払限度額を売上
高の5％とするものです。
●保険料
　保険の対象とする取引先数や支払限度額に
よって個別に保険料が変わります。１契約あた

り支払限度額に対して0.3～0.4％程度の事例
が複数ありました。また、すべての取引先を対
象とする簡易な取引信用保険では、売上高に対
する保険料率が0.2～0.25％程度となっていま
した。

７.�なぜ、サイバーセキュリティ保険を使うの？

　令和６年７月時点で、KADOKAWAや子会社
が運営するニコニコ動画に対する大規模なサイ
バー攻撃が報じられています。実は、中小企業
にとっても無縁ではありません。経済産業省は、

「サプライチェーンに繋がる企業であれば、企業
規模を問わず、サイバーセキュリティリスクを
考慮することが求められる。」と言っています。
令和４年版情報通信白書には、ここ３年間でサ
イバー攻撃は2.4倍と増加、2021年版中小企業
白書でも全産業の約３割の企業がサイバー攻撃
を受けているとされています。しかし、従業員
規模が50人以下の企業では全く対策を講じて
いない企業が2～3割に上るといわれます。サイ
バーセキュリティガイドラインによれば、ひと
たび攻撃を受けると被害額は少なくても数百万
円、場合によっては億単位といわれています。
図表６【サイバー被害事例】
インシデント種類 損害額 損害額内訳

大規模なマルウェア感染 3億7,600万円

・事故原因・被害範囲調査費用:1億円
・	従業員端末・サーバー等の入れ替え費用:1.42
億円

・再発防止費用:5,000万円
・	利益損害:8,400万円(休止中に得られたはずの
売上)

ECサイトからのクレジット
カード情報等の漏えい 9,490万円

・	事故対応費用:2,890万円(再発防止策導入含む)
・	利益損害:3,000万円(休止中に得られたはずの
売上)

·賠償損害:3,600万円(損害賠償請求額)

軽微なマルウェア感染 600万円 ・	事故原因・被害範囲調査費用:500万円
・再発防止策:100万円

（出典：サイバーセキュリティガイドライン)

８.�サイバーセキュリティ保険を活用する意義

　このようなサイバー攻撃に備える保険として
サイバーセキュリティ保険があります。
●サイバーセキュリティ保険の概要
　この保険の対象は、費用損害、賠償損害およ
び利益損害です。費用損害とは、事故原因の調
査費用や復旧費用です。PC1台の調査に100万
円、サーバー１台には200万円程度かかります。
復旧のためにPCを購入したり、ホームページ

コンサルタント・レポート
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にお詫びを掲載したりする費用もあります。
　賠償損害とは、たとえば情報漏洩によって取
引先に迷惑をかけた場合に損害賠償を求められ
ることがあります。この費用のことです。
　利益損害とは、サイバー攻撃によって事業が
中断することに伴う逸失利益のことをいいます。
　一般的なサイバーセキュリティ保険は、費用
損害と賠償損害を対象とし、利益損害について
はオプションとしているものが多いようです。
●保険料
　売上高数億円の企業で、費用損害3,000万
円、賠償損害１億円の条件で、月当たり保険料
が１万円にも満たない程度となる事例もありま
す。ただし、業種や売上規模、設定する費用損害
額や賠償損害金額で大きく保険料は変わりま
す。売上高が数10億円となる企業が、費用損害
１億円、賠償損害３億円で設定すると、月あた
り５万円程度から、業種によっては10万円を超
える場合もでてきます。

９.なぜ、表明保証保険を使うの？

　経営者に不測の事態が起きて事業承継する
場合があります。2022年版中小企業白書では、
親族内承継が減少し、内部昇格やその他など
M&Aによる事業承継が増加しています。その
ような場合に留意しなければならないのが表明
保証条項です。売り手が買い手に提供した情報
の真実性と正確性を保証する条項です。もし、
提供した情報が真実ではない、または正確では
ないことが判明した場合、売り手は買い手から
損賠賠償を求められます。典型的なのが簿外債
務です。折角、企業を売却できても手元にお金
が残らないということにもなりかねません。何
か打つ手はないものでしょうか？

10.表明保証保険を活用する意義

　このような事態に備えるのが表明保証保険で
す。株式価値の50％まで補填してくれて、保険
料は100万円程度から利用できます。一生に一
度、あるかないかの出来事です。いざというと
きは、検討されてみてはいかがでしょうか？

11.紹介した損害保険を活用する際の留意点

●取引信用保険
　大口優良顧客が多い企業や営業体制が整備さ
れた企業は、取引先の倒産リスクが小さく与信
管理も行き届いています。この場合は、費用対
効果をよく見極める必要があります。各社の営
業利益率と引当コストを、売上高や１契約あた
り支払限度額に対する保険料率と比較して検討
されるのがよいでしょう。
●サイバーセキュリティ保険
　保険料率の事例を調べると、通信販売業や製
造業で、相対的に保険料率が高く設定されてい
ます。顧客数が多いなどサイバーリスクにさら
されている程度をみてみましょう。
●表明保証保険
　M&A業者の契約上の位置づけを確認します。
ファイナンシャル・アドバイザーが任命されて
いる場合は、アドバイザーが責任を負います。
一方で、媒介形態の場合は検討余地があります。
最近は、媒介形態でも表明保証保険が最初から
サービスに含まれていることがあるようです。

12.まとめ

　損害保険を活用することで「事業の継続が困
難になると想定しているリスク」の多くをマネ
ジメントできます。
図表７【事業継続リスクへの保険対応　②】

(出典：2022年版中小企業白書　を筆者加工)

　完全に回避できるわけではありませんが、想
定される損害額に比べれば少ない負担で備える
ことができます。予期せぬリスクを排除し、本
来の企業経営に集中することができるでしょう。
　本稿が、中小企業を経営する皆様の一助とな
れば幸いです。	 （吉田　洋）
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１.はじめに

　本稿では、中小企業経営に必要な原価計算につい
て、イラストを交えて全３回のシリーズで解説しま
す。
　一般的に「原価計算」と聞くと何をイメージしま
すか？何か難しい計算手法をイメージしたり、多く
の経理部員を抱える製造業で行われている計算を連
想されるかもしれません。ゆえに「原価計算なんて
大企業の経理担当者だけが知っていればいい」そう
思っていませんか？
　いいえ。原価計算は、すべてのビジネスパーソン
に必要なものなんです。たとえば、原価がわからな
いとマーケティング担当者が値決めできません。さ
らには営業担当者が価格交渉もできません。
　そこで本シリーズでは全３回で以下のテーマにつ
いて解説していきます。

①	営業担当者も必見！価格交渉から見る原価計
算の必要性（本稿の内容）

②	中小企業事業者も知っておきたい。キホン用語
から見る原価計算基準の基礎（次号54号）

③	より理解を深めるために……最新原価計算のキ
ホン用語から考える経営のあり方（次々号55号）

２.原価計算はなぜ大事？

●	物価高騰の今、多くの中小企業が抱えている大問
題！

　ウクライナ問題や円安、物流コスト上昇などの影
響で、モノの製造原価はうなぎ上りです。そのよう
ななかで、中小企業にとって「コストはいろいろ上
昇しているけれど、売価はそのまま」というのは大
問題です。原材料が高騰するなか、いかに売価にそ
れを上乗せできるか。それは、まさに会社の死活問
題です。

【図表１】のように、発注者Aが値上げを拒み売価が
据え置かれれば、受注者Bの利益が圧迫されます。
　値決めは、まずは原価を求めて、そこから利益を
足して決めるのが基本です。しかし、「価格転嫁が不
十分」という新聞で取り沙汰されることからわかる
ように、受注者と発注者の力関係が影響するため、
立場が弱い中小企業が価格転嫁を実現するには、高
い壁があります。
【図表１】価格転嫁が不十分だと……

●価格決定のキーとなる成行価格とは？
　価格転嫁を実現するには、価格交渉が必要です。

【図表２】のように、100円を105円に値上げしても
らいたい場合、受注者Bはどう交渉すべきでしょう
か。まずは、原材料高騰分などやコスト上昇などを
上乗せした成行価格（自然に任せた価格）の110円を
提示し、10円アップの理由を丁寧に説明します。そ
して、発注者Aの出方を見ながら、営業努力をアピー
ルし、105円の着地を狙うことになります。
　このように、成行価格からお互いが納得する決着
点を探るのが価格交渉です。
【図表２】成行価格の提示イメージ

●成行価格から、お互いが納得する着地点を探る
　価格交渉では、【図表３】のように、成行価格110
円をスタートに、営業努力をアピールしながら、目

①営業担当者も必見！
　価格交渉から見る
　原価計算の必要性
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標である105円着地を狙います。この場合、成行価
格が10円プラスとなった要因を丁寧に説明する必
要があります。
【図表３】価格交渉のイメージ

　発注者から質問攻撃されるでしょう。最悪、競合
他社に乗り換えられてしまうかもしれません。理論
武装が必要です。
　理論武装には、コストの仕組みの理解が不可欠で
す（ステップ１）。そして、価格交渉術を整理して価
格交渉に臨みます（ステップ２）。なおステップ１の
コストの仕組みにつきましては、次回「②中小企業
事業者も知っておきたい。キホン用語から見る原価
計算基準の基礎」にて詳しく説明します。
【図表４】理論武装の２ステップ

　価格交渉にあたっては、強いマッチョな営業マン
を連れて行くというようなオラオラもあるかもしれ
ませんが、周到な準備で理論武装するのが対企業と
しては真っ当です。
　価格交渉術を整理するにあたっては、中小企業庁
が出している『価格交渉ノウハウ・ハンドブック』が
ヒントになるでしょう。
出典：中小企業庁「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2020/200305support.pdf

●価格交渉の要は資料づくり
　PDCAとは、Plan（計画）、Do（実行）、Check（評
価）、Action（改善）の頭文字を取ったもので、1950
年代、品質管理の父といわれるW・エドワーズ・デミ
ングが提唱したものです。このPDCAはあらゆるビ
ジネスに使えます。
【図表５】価格交渉術の例

　このPDCAにおけるP（資料の作成）が、価格交渉
のカギとなります。管理会計領域なので、決まった
フォーマットはありませんが、次のような資料を作
るとわかりやすいでしょう。「得意先との交渉資料
詳細」の元ネタは、下にあるExcelシートになります。
　もちろん、中小企業では表を埋められるだけの資
料を集められないことがありますが、制度会計のよ
うに厳密なルールがあるわけではないので、カスタ
マイズすれば大丈夫です。
【図表６】得意先との交渉資料詳細（例）
代表部品X 【単位：円】

（自社内部用） 現行
価格

外部
要因

得意先
要因

成行
価格

自社
要因 その他 提案

価格
備考欄：価格交渉に向けて提
案メモ（別途ブレストによる
交渉パターン出し）

材料費

主要材料費 39.00 9.75 0.00 48.75 -7.80 0.00 40.95 材料価格25%UPしたが、自
社努力で▲7.8削減

補助材料費 0.00 0.00
加工費等

労務費 19.00 0.00 2.11 21.11 -1.16 -0.00 19.95
生産数10%DOWNによる固
定費被り＋2.11に対する、▲
1.16削減

操業費

エネルギー費 1.50 0.30 0.17 1.97 -0.39 -0.00 1.58 価格上昇＆生産数DOWN＋
0.47に対する、▲0.39削減

外注加工費 21.00 1.05 0.00 22.05 0.00 0.00 22.05 外注先からの5%UPを、その
まま転嫁（益玉ナシ）

その他操業費 0.00 0.00 0.00 0.00
設備費 設備費は「利益」に寄せている
減価償却費 0.00 0.00
修繕費 0.00 0.00

管理費 0.00 0.00 利益管理費は「利益」に寄せている
仕損費 0.00 0.00 利益管理費は「利益」に寄せている

物流費 2.50 0.37 0.00 2.87 -0.25 0.00 2.63 物流費15%UPしたが、自社
努力で▲0.25削減

利益 17.00 0.00 0.00 17.00 0.85 0.00 17.85 ＋0.85が自社ポケット
価格合計 100.00 11.47 2.28 113.75 -8.75 0.00 105.00

代表部品X 【単位：円】

（得意先様交渉用） 現行
価格

外部
要因

得意先
様関連

成行
価格 弊社努力 提案

価格 得意先様への交渉内容

材料費 39.00 9.75 0.00 48.75 -7.80 40.95 材料価格25%UPしたが、弊
社努力で▲7.8削減

加工費等 61.00 1.72 2.28 65.00 -0.95 64.05
主に、外注先からの価格UPと生
産数DOWNによる労務費コスト
UP影響＋4.0（1.73+2.28）上昇

価格合計 100.00 11.47 2.28 113.75 -8.75 105.00
物価上昇等+13.75（11.48+
2.28）に対して、弊社努力で
▲8.75吸収。結果＋5.0上昇
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３.行動規範となる「原価計算基準」とは

　価格交渉の理論武装には、コストの仕組みの理解
が不可欠ですが、「原価計算」のルールを知っておく
ことが近道だと考えます。これからは原価計算のキ
ホン用語を中心にみていきましょう。
●原価計算は企業会計の縁の下の力持ち
　製造業では、材料を切る、組み立てるなどの加工
を施すため、製品の製造にかかった費用（材料費や
人件費、水道光熱費など）を計算しなければなりま
せん。この製品の製造にかかった費用を「原価」とい
い、製品の原価を計算することを「原価計算」といい
ます。
　制度としての原価計算は、財務会計のサブシステ
ムといわれ、制度会計・企業会計の一部を構成しま
す。
　他方で特殊原価調査とよばれる領域もあります。
具体的には、価格計算や、経営上の意思決定などで
す。この特殊原価調査とよばれる領域は、「管理会計
であって原価計算基準の対象外」です。
【図表７】企業会計と原価計算

●原価計算の目的
　原価計算基準で規定しているのは主に制度として
の原価計算です。その目的について、以下の５つが
挙げられています（【基準１】）。たとえば、試験勉強
では頭文字より「ざ・か・げ・よ・け」と５項目を頭出
しで暗記したりします。

（ざ）財務諸表の適切な作成（一）
（か）価格計算（二）
（げ）原価管理（三）
（よ）予算管理（四）
（け）経営上の意思決定（五）

　上記のうち、会計帳簿に反映される「制度として
の原価計算」は、（ざ）財務諸表の適切な作成（一）、

（げ）原価管理（三）、（よ）予算管理（四）となります。
会計帳簿外の「特殊原価調査」は、（か）価格計算（二）、

（け）経営上の意思決定（五）です。
●	60年以上も一語たりとも加筆修正されていない
原価計算のバイブル。全５章から成る

　原価計算基準は、1962年に企業会計審議会が制
定したものです。「わが国現在の企業における原価
計算の慣行のうちから、一般に公正妥当と認められ
るところを要約して設定されたもの」です（【原価計
算基準の設定について】）。わかりやすくいうと、会
社で行われている原価計算のシステムの「あるべき
姿」をまとめたものですね。
　原価計算基準が規定する計算の全体像は、【図表
８】のとおりです。
【図表８】原価計算基準の構成

　経営資源の価値の消費である原単位を貨幣価値に
置き換え（第１章）、ステップ１の費目別計算がスター
ト。順にステップ２の部門別計算、ステップ３の製
品別計算となります（第２章）。加えて、標準原価計
算があります（第３章）。
　さらに、求めた実際原価と標準原価の原価差異を
分析（第４章）、会計処理（第５章）します。
●原価計算基準の構成

第１章	原価計算の目的と原価計算の一般的基準
第２章	実際原価の計算←ステップ１～ステップ３
第３章	標準原価の計算
第４章	原価差異の算定及び分析
第５章	原価差異の会計処理

４.「原価項目」と「非原価項目」の違いは？

　では「原価」の考え方について、もう少し深掘りし
ていきましょう。費用のうち、原価項目にあたるか
否かがポイントになってきます。
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●	製造にかかった正常な費用（＝原価項目）は４つの
本質から判断

　製品の製造にかかった費用を「原価」といい、原価
と認められるには、【図表９】の４要件をみたす必要
があります（【基準３】）。
【図表９】原価項目にあたるか否か

①�経営過程（ビジネスプロセス）で消費された経済的
価値

　経営過程とは、材料の購入、加工、物流、販売代金
回収するまでの一連の価値を生み出すビジネスプロ
セスです。このプロセスにおいて、消費された価値
を貨幣価値に置き換えたものが原価です。
　したがって、ビジネスプロセス以外で消費された
価値、たとえば工程から外されて倉庫に保管してい
る機械の減価償却費は原価ではありません（営業外
費用）。また、借入金の支払利息もビジネスプロセス
の外で生じますから原価には含まれません（営業外
費用）。
②�一定の給付（生産物）にかかわらせて把握されたも
の

　給付とは、企業活動によって作り出される財貨や用
役（サービス）のことです。製造業における給付は、主
として製造活動によりもたらされる生産物である「製品」、
「半製品（中間品）」、「仕掛品」です。この製造活動で
消費される材料費、労務費、経費が原価です。
　しかし、原価はこれだけではありません。製品の「販
売・物流」活動、そして経営者の行う「一般管理」活動
も給付に該当しますから、これらの活動で消費され
る販売費や一般管理費も原価に含まれ、原価計算の
対象です。
③経営目的に関連したもの
　経営の目的は、製品やサービスを生産し販売する
ことですから、経営の目的に関連しない財務活動や
利益剰余金に関連する支出は原価ではありません。
したがって、借入金利息、社債発行費、社債発行差金
償却などの財務費用や未稼働の固定資産などに関す
る減価償却費、寄附金など経営に関連しない支出は

原価ではありません（営業外費用）。また、法人税や
住民税、配当金などは利益剰余金処分支出も、価値
の消費ではないため原価ではありません。
④正常的なもの
　原価は、正常な状態における経営活動を前提とし
て把握された価値の消費です。したがって、通常生
じる（つまり正常）範囲の減損や仕損は原価に含まれ
ます。
●原価に算入しない項目は具体例が列挙
　非原価項目とは、原価計算制度において原価に算
入しない項目のことをいいます。【基準５】では非原
価項目について具体例を挙げています。なお、【基準
３】では原価項目の本質について規定しているのに
対し、【基準５】では非原価項目の具体例を挙げてい
ます。
【図表10】非原価項目とは

５.	原単位とは「製造業の経理は原単位を意識し
て１人前！」といわれるくらい重要な考え方

　「原単位」とは、一定量の生産物をつくるために消
費する材料や時間などの量をいいます。それを貨幣
価値で示したものが「原価」です。「製造業の経理担
当は原単位を意識して１人前！」といわれるくらい
原単位は重要な考え方です。
　次回「②中小企業事業者も知っておきたい。キホ
ン用語から見る原価計算基準の基礎」では、原単位
を貨幣価値で表した「原価」の具体的な計算方法の
うち、中小企業事業者に必須の知識を原価計算基準

に沿って説明してまいり
ます。ぜひ次回も乞うご
期待ください！
　※本稿は、稲垣啓著
『原価計算なるほど用語
図鑑』（中央経済社）より
一部抜粋、編集していま
す。
	 （稲垣	啓）
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モチベーションは下がるのを防ぐから始める

　もし、あなたの会社の玄関にゴミが落ちていたとして、それを見つけた社員
はどうすると思いますか？「見てみぬふりをする社員が多いかも」と思うので
あれば、社員の当事者意識が低くなっており、モチベーションが低い状態かも
しれません。
　さまざまな会社で社員のモチベーションを上げる努力をしていると思いますが、
モチベーションを上げるためには、まずは下がる要素を取り除く必要があります。
会社のなかには、社員のモチベーションを下げてしまうさまざまな要素があり、
この本では、その要素を「上司」「組織」に分けて解説してあります。読み進めて
いくと、社員からすると「あるある」、管理職・経営者からすると「ギクッ」とす
ることばかりです。
　リクルート、ファーストリテイリング、ソフトバンクなど多くの会社で組織
人事の経験を積んだ筆者が、組織人事に関する知識だけではなく、その知識を
現場でどのように活用するかという知恵やノウハウが詰まっている１冊です。
　人が自ら動き出す強い組織、人が自ら動き出す強い会社。そのために、まずは
モチベーションを下げている要素がないかチェックしてみてはいかがですか。

　「エフェクチュエーション」とは「熟達した起業家から発見された『予測では
なくコントロール』によって不確実性に対処する思考法」のことです。
　本書はエフェクチュエーション理論に関する日本初の入門書であり、起業の
成功のために必要な思考法と行動指針を明確に示します。予測不可能な状況に
対していかに柔軟に対応し、チャンスに変えていくかという視点から、彼らが
実践している「５つの原則」を紹介しています。
　これらの原則は、従来の起業論とは異なり、不確実性を回避するのではなく、
積極的に受け入れ、活用するアプローチに重きを置いています。
　各原則の具体的内容を掘り下げ、起業家がどのようにこの思考法を身につけ、
日々のビジネスに活かしているのかを解説します。
　「手持ちの資源を活用する」「失敗を学習機会と捉え活用する」といった原則は、
あらゆるビジネスに有効であり、不確実性を武器に変えることで、新たなビジ
ネスを生み出す可能性を広げます。
　複雑で変化の激しいビジネス環境を生き抜く貴重な指針を提供しており、起
業を志す人だけでなく、経営者やビジネスパーソンも必読です。

こうして社員は、やる気を失っていく

松岡	保昌　著
日本実業出版社
1,760 円（税込）

吉田	満梨／中村	龍太　著
ダイヤモンド社
1,980 円（税込）

起業家精神を支える５つの原則～不確実性を乗り越える思考法
エフェクチュエーション
優れた起業家が実践する「５つの原則」

（前田	信哉）

（中郡	久雄）
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いかなる時代環境でも利益を出す仕組み

アイリスオーヤマの成長の秘訣を知りたくないですか？

　家庭用品から始まりLED照明や家電製品など多岐にわたる商品を展開する
アイリスオーヤマ。なぜここまで順調に業績を伸ばし続けているのか、その秘
密に迫ります。
　本書では、アイリスオーヤマの大山会長が、いかなる時代環境でも利益を出
す仕組み作りのエッセンスを余すことなく伝えています。同社の強みは、トッ
プの判断力、商品開発力、メーカーと問屋機能をあわせ持つ独自のメーカーベ
ンダーシステムなどが挙げられますが、注目すべきは「ユーザーイン発想」です。
マーケットインが市場全体のニーズをとらえるのに対し、ユーザーインは個々
の顧客の具体的なニーズに焦点を当てる戦略です。このユーザーインに経営の
軸を置いたことが成功の鍵となっています。顧客一人ひとりのニーズを深く理
解し、それに応える商品やサービスを提供することで独自性を生み出しています。
　「ピンチが必ずチャンスになる経営」このメッセージは、中小企業の経営者に
とって大いに励みとなるでしょう。ニューノーマル時代の変化をチャンスに変
えたい方にとって、必携の一冊です。

大山	健太郎　著
日経 BP
1,760 円（税込）

鈴木	敏文　著
プレジデント社
1,870 円（税込）

徹底した顧客起点のCX（顧客体験）経営が学べる実践の書

　約半世紀前にセブン-イレブンを創業し、コンビニエンスストア事業を「日本
が世界に誇るサービス・イノベーション」といわれるまでに進化させた、鈴木敏
文氏の長年の経験と知恵が、本書では余すことなく語られています。
　鈴木氏はモノ余りの現代において、新たな消費の本質がコト（体験）消費にあ
ることを見抜き、顧客はモノとしての商品だけではなく、購入プロセス全体に
わたる体験に価値を見出し、はじめて顧客満足が生まれると強調します。
　その際、核心となる顧客起点の姿勢を端的に表した鉄則が「『お客様のために』
ではなく、『お客様の立場で』考える」です。一見同じように見えて、前者（お客
様のために）の姿勢は結局、販売側の過去の経験や顧客に対する思い込みから、
容易に「売り手の立場で」に変わってしまうのです。
　常に「お客様の立場で」物事を考え、顧客体験価値の向上に長年注力した
セブン-イレブンがいかに多くの成功を収め、ライバルより高い日販を維持し
てきたか、豊富な事例により解説してくれます。
　本書は“生きた経済心理学の”書として、多くのビジネスパーソンに、顧客と
向き合うための、新たな気づきとヒントを与えてくれるはずです。

鈴木敏文のCX（顧客体験）入門
モノを売るな、体験価値を売れ！

（鈴木	好之）

（小関	仁）
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ACCの「助成事業」についてご案内いたします。
　当財団が設立されたとき（平成８年）からの事業で、毎年上期、下期に「新製品開発」「新分野進出」「環
境改善」「創意工夫」「伝統工芸、その他」の各分野で実績のある企業や長年努力した企業を選考して顕彰
するとともに、助成を行っています。
　令和６年度上期は、16社の応募に対し、一次選考にて11社が採択されました。その中から選考委員
会において、顕彰企業を決定しました。
　助成先８件、助成金は２,600千円となり、平成８年の当財団設立から助成先は411件、助成金の累
計も１億８,068万円となりました。

　令和６年８月23日に選考委員会が開催され、以下の企業が受賞されました。おめでとうございました。

ACC「助成事業」のご案内

詳しくは、ACCのホームページをご覧ください。

令和６年上期・助成実績
年　度 申請件数 助成先数 助成割合 助成金額（千円）

第１回～第52回 ８年度上期～５年度下期 921 403 44% 178,084

第53回
６年度

上期 16 8 50% 2,600

第54回 下期 令和６年11月募集開始

合　　計 937 411 44% 180,684

令和６年上期・顕彰企業
担
当
店

企 業 名
代 表 者 名 業　種

担
当
店

企 業 名
代 表 者 名 業　種

最優
秀賞

浅
草
橋

㈱サウンドファン
山地　浩 音響機器の製造販売業 根

岸
㈱修護

池田　和彦 文化財等の修復業

合
羽
橋

㈱飯田
飯田　結太 各種商品小売業 立

川
㈱TOWA
齊藤　真紀

卸売業
（脱落防止用製品・清掃用具等）

上
野

㈱道明
道明　葵一郎 組紐の製造・販売業 堀

切
㈱富士産業
杉本　秀樹

各所非鉄金属材料及び加工品の
販売業

西
町

新三平建設㈱
飯田　忠房 一般土木建築工事業

日
本
橋

㈱エクスリンク
荘司　一行 ASP・コンテンツ開発業

新製品開発
中小企業の柔軟性や創造性、機動性等を活かした新製品の開発が期待されています。

伝統工芸、その他
伝統工芸等の独自技術が、伝承すべきノウハウとして評価され
ています。

創意工夫
旧来の考えにとらわれず、創意工夫をこらした事業展開が求められ
ています。

新分野進出
既存の分野を改善しながら、新たな事業分野の開拓をすすめることも必要です。

環境改善
環境破壊が急速に進んでおり、その改善に真正面から積極的に対応
する必要があります。
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（コメントは社長川柳研究会家元）

ACC川柳ACC川柳

（一社）東京都中小企業診断士協会では毎年川柳を募集しております。このたびはお題「リスキリング（学び
直し）」の入賞作品６句をご紹介いたします。

リ
ス
キ
リ
ン
グ
（
学
び
直
し
）

お題
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返
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返
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齢
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い
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す
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け
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工　

め
ざ
し
気
付
け
ば　
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間
減
る

多
能
工　

め
ざ
し
気
付
け
ば　
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間
減
る
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三
木
首
相
）

（
三
木
首
相
）

老
舗
こ
そ　

学
び
直
し
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積
み
重
ね

老
舗
こ
そ　

学
び
直
し
の　

積
み
重
ね（
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風
）

（
豆
風
）

過
去
を
知
り　

未
来
の
た
め
に　

今
挑
戦

過
去
を
知
り　

未
来
の
た
め
に　

今
挑
戦

（
跡
継
ぎ
）

（
跡
継
ぎ
）

社
長
に
は　

学
び
続
け
る　

義
務
が
あ
る

社
長
に
は　

学
び
続
け
る　

義
務
が
あ
る

（
み
く
）

（
み
く
）

入
賞
作
品






